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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第70期
第３四半期
連結累計期間

第70期
第３四半期
連結会計期間

第69期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日

自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

売上高 (千円) 6,713,123 2,325,572 9,654,319

経常利益 (千円) 239,768 98,025 504,884

四半期(当期)純利益 (千円) 209,388 103,694 255,036

純資産額 (千円) ― 4,741,370 4,636,294

総資産額 (千円) ― 9,600,204 9,317,303

１株当たり純資産額 (円) ― 495.68 484.51

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 22.33 11.05 27.19

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 48.4 48.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 708,116 ― △60,019

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △56,906 ― △230,782

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △124,167 ― △35,543

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,200,133 675,404

従業員数 (名) ― 533 540

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 533〔　61〕

(注) １　従業員数は就業人員数（当社グループ外からグループへの出向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に

当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員数はパートタイマー及び嘱託契約の従業員数であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 198〔　35〕

(注) １　従業員数は就業人員数（他社から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期会

計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。

２　臨時従業員数はパートタイマー及び嘱託契約の従業員数であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

　制御装置関連事業 2,258,598

　建材関連事業 73,442

　樹脂関連事業 129,142

合計 2,461,184

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　上記の金額は、販売価格によっており消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

　制御装置関連事業 2,096,647 2,072,694

　建材関連事業 63,815 11,182

　樹脂関連事業 110,309 15,041

合計 2,270,772 2,098,917

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額は、販売価格によっており消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

　制御装置関連事業 2,138,641

　建材関連事業 62,054

　樹脂関連事業 124,876

合計 2,325,572

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世

界的な金融市場の混乱が実体経済へ大きく影響を及ぼした結果、昨年後半から急激な後退局面に陥り、

在庫調整、雇用調整等、これまでにない景気減速の中で推移してまいりました。

生産設備支援業種としての当電気機器業界におきましても、半導体業界や自動車業界の減産や設備投

資抑制の影響を受け、厳しい受注環境になっております。

このような状況のもと、当社グループは今後の環境変化に対応するために、技術開発や営業の強化に

努め、また業務の効率化、原価低減、経費の削減など、一連の諸施策を実施してまいりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は2,325百万円、営業利益は81百万円、経常利益

は98百万円となりました。

　また、四半期純利益につきましては、不要資産を処分したことよる固定資産売却益82百万円などを特別

利益に計上した結果、103百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであります。

① 制御装置関連事業

エンジニアリング部門につきましては、配電盤分野は鉄鋼業界や製紙業界向けなどのＭＣＣや受配電

盤などにより、印刷制御装置分野は商業印刷装置によりそれぞれ増加しましたが、監視制御装置分野や

搬送制御装置分野が低迷したことにより、当部門の売上高は685百万円となりました。

機器部門につきましては、表示器分野が低迷したものの、センサ分野はエレベータセンサが増加し、空

間光伝送装置分野は新製品の市場投入効果により増加したため、当部門の売上高は581百万円となりま

した。

変圧器部門につきましては、デジタル放送業界向け耐雷変圧器は増加したものの、半導体業界向け乾

式変圧器が低迷したことにより、当部門の売上高は563百万円となりました。

在外子会社部門につきましては、現地日系企業向けおよび中国企業向け受配電盤が好調に推移したこ

とにより、当部門の売上高は307百万円となりました。

以上の結果、制御装置関連事業の売上高は2,138百万円となり、営業利益は82百万円となりました。

② 建材関連事業

建材関連事業につきましては、販売製品の絞込みや収益性を重視した選別受注を推進したものの、公

共設備投資抑制の影響を受けたことにより、当事業の売上高は62百万円となり、営業利益は7百万円とな

りました。

③ 樹脂関連事業

樹脂関連事業につきましては、自動車業界の生産調整の影響を受けたことにより、当事業の売上高は

124百万円となり、営業利益は生産量の減少と生産設備増強による減価償却費の増加により営業損失9百

万円となりました。

　

所在地別セグメントの業績は、以下のとおりであります。
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① 日本

日本では、製品価格の低下、半導体業界や自動車業界の減産、設備投資抑制などの影響により、売上高

は2,018百万円となり、営業利益は67百万円となりました。

② 中華人民共和国

中華人民共和国では、在外子会社である南京華洋電気有限公司が、中国企業向けおよび日系企業向け

受配電盤が好調に推移したことにより、売上高は307百万円となり、営業利益は19百万円となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ282百万円増加し、9,600百万円と

なりました。

これは主に、売上高減少にともなう受取手形及び売掛金の減少298百万円があったものの、現金及び預

金の増加545百万円やたな卸資産の増加73百万円などにより流動資産が269百万円増加し、有形固定資産

が79百万円増加したことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べ177万円増加し、4,858百万円となりました。

これは主に、支払手形及び買掛金の増加283百万円などにより流動負債が209百万円増加し、長期借入

金は17百万円増加したものの、役員退職慰労引当金の減少30百万円などにより固定負債が31百万円減少

したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ105百万円増加し、4,741百万円となりました。

これは主に、利益剰余金が134百万円増加し、評価・換算差額等合計が29百万円減少したことによるも

のであります。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び同等物の残高は、1,200百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は481百万円となりました。

これは主に、たな卸資産の増加124百万円など減少要因はありましたが、税金等調整前四半期純利益

174百万円、減価償却費67百万円および仕入債務の増加292百万円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は40百万円となりました。

これは主に、有価固定資産の取得による支出74百万円など減少要因はありましたが、有価固定資産の

売却による収入95百万円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は195百万円となりました。

これは主に、短期借入金純減少額111百万円、長期借入金の返済による支出52百万円および配当金の支

払額38百万円などによるものであります。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は39百万円であります。
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(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、急激な世界経済の減速により、これまでにない景気減速の中で

推移しており、設備投資の抑制や原材料価格の高騰、また販売競争の激化による製品価格の低下など、引

き続き企業収益を圧迫する状況が継続するものと思われます。

このような状況のもと、当社グループでは今後の環境の変化に的確に対応していくために、営業力の

強化や、新商品の早期市場投入に向けた迅速な技術開発に努めてまいります。また、設備投資計画の見直

しなど経費削減に努め、生産効率の向上を目的とした業務改革を積極的に展開し、収益の確保に努めて

まいります。

　

(7)　資本の財源及び資金の流動性についての分析

「第２　事業の状況　３．財政状態及び経営成績の分析　(3)　キャッシュ・フローの状況」をご参照願

います。

　

(8)　経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現状の事業環境および入手可能な情報に基づき、最善の方針を立案するよ

うに努めておりますが、景況や先行きの不透明さ、また一部の長期化懸念などの影響により、従来にない

厳しい状況が継続していくものと認識しております。

当社グループでは、現下のような状況に際しても、適正な利益を安定的に確保するために、経営体質の

強化を推進し、企業価値を高めていくことを重要な経営目標としております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

(1) 重要な設備計画の変更

第２四半期連結会計期間末に計画していた設備計画におきまして、当第３四半期連結会計期間に重要

な変更があったものは、次のとおりであります。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類
別セグメン
ト
の名称

設備の内容

投資予定金額
資　金
調達方法

着手
年月

完了
予定
年月

完成後の
増加能力総　額

(千円)
既支払額
(千円)

提出会社

本社・神
屋
工場
(愛知県
春日井市)

制御装置
関連事業

実装機
の更新

60,720－ 自己資金
平成20年
7月

平成21年
3月

能力の増
加はほと
んどあり
ません。

東洋樹脂
株式会社

本社
(愛知県
小牧市)

樹脂関連
事業

機能性樹脂
材料生産設
備の増設

168,613151,829
自己資金
・借入金

平成20年
4月

平成21年
3月

生産能力
15％増加

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　提出会社の制御装置関連事業における実装機の更新については、最近の景気動向を勘案した結果、当初の

計画に比べ投資予定金額を9,280千円減少し、完了予定年月を変更しております。

３　東洋樹脂株式会社の樹脂関連設備における機能性樹脂材料生産設備の増設につきましては、最近の景気動

向を勘案した結果、当初の計画に比べ投資予定金額を7,386千円減少しております。

　

(2) 重要な設備計画の完了

当第３四半期連結会計期間において、重要な設備計画の完了はありません。

　

(3) 重要な設備の新設、除却等

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,388,950同左
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数 1,000株

計 9,388,950同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

　平成20年10月１日～
　平成20年12月31日

― 9,388,950― 1,037,085― 857,265

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　12,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式9,323,0009,323 ―

単元未満株式 普通株式　53,950 ― ―

発行済株式総数 9,388,950― ―

総株主の議決権 ― 9,323 ―

　

　

② 【自己株式等】

平成20年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋電機株式会社

愛知県春日井市味美町２-156 12,000 ― 12,000 0.13

計 ― 12,000 ― 12,000 0.13

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 286 305 321 304 309 363 261 220 231

最低(円) 278 278 270 270 270 232 158 200 178

(注)　株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第

１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,864,371 1,318,780

受取手形及び売掛金 ※３
 3,231,576

※３
 3,529,773

有価証券 9,207 50,810

商品及び製品 223,793 225,280

仕掛品 574,710 488,693

原材料及び貯蔵品 344,443 355,312

繰延税金資産 42,563 82,712

その他 59,746 54,733

貸倒引当金 △1,760 △27,405

流動資産合計 6,348,652 6,078,693

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 634,900

※１
 639,949

土地 1,139,478 1,151,771

その他（純額） ※１
 476,373

※１
 379,995

有形固定資産合計 2,250,752 2,171,717

無形固定資産

土地使用権 241,635 250,068

その他 31,051 36,544

無形固定資産合計 272,687 286,612

投資その他の資産

投資有価証券 378,471 408,236

繰延税金資産 193,035 196,444

その他 161,602 180,774

貸倒引当金 △4,997 △5,176

投資その他の資産合計 728,112 780,279

固定資産合計 3,251,552 3,238,609

資産合計 9,600,204 9,317,303
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 1,964,394

※３
 1,680,511

短期借入金 1,223,752 1,295,660

未払法人税等 28,150 78,702

賞与引当金 58,600 166,900

その他 ※３
 416,292

※３
 260,351

流動負債合計 3,691,188 3,482,125

固定負債

長期借入金 369,789 352,349

長期未払金 101,018 106,566

繰延税金負債 6,160 3,270

退職給付引当金 538,297 554,223

役員退職慰労引当金 145,588 176,225

製品保証引当金 － 2,800

その他 6,791 3,449

固定負債合計 1,167,645 1,198,883

負債合計 4,858,833 4,681,009

純資産の部

株主資本

資本金 1,037,085 1,037,085

資本剰余金 857,340 857,408

利益剰余金 2,651,543 2,517,165

自己株式 △4,397 △4,279

株主資本合計 4,541,571 4,407,378

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 57,818 80,782

為替換算調整勘定 47,655 54,653

評価・換算差額等合計 105,474 135,436

少数株主持分 94,324 93,478

純資産合計 4,741,370 4,636,294

負債純資産合計 9,600,204 9,317,303
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

売上高 6,713,123

売上原価 5,069,171

売上総利益 1,643,951

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 100,440

給料手当及び賞与 446,785

賞与引当金繰入額 17,202

退職給付費用 23,254

役員退職慰労引当金繰入額 2,496

福利厚生費 109,642

旅費及び交通費 61,533

減価償却費 34,453

賃借料 53,445

技術研究費 111,597

その他 489,855

販売費及び一般管理費合計 1,450,707

営業利益 193,244

営業外収益

受取利息 4,906

受取配当金 35,391

受取賃貸料 14,803

雑収入 30,044

営業外収益合計 85,145

営業外費用

支払利息 21,707

手形売却損 5,010

不動産賃貸原価 9,783

雑損失 2,119

営業外費用合計 38,621

経常利益 239,768

特別利益

固定資産売却益 83,768

貸倒引当金戻入額 238

製品保証引当金戻入額 2,800

役員退職慰労引当金戻入額 1,699

特別利益合計 88,505
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

特別損失

固定資産除却損 8,298

たな卸資産評価損 12,817

投資有価証券評価損 2,391

特別損失合計 23,506

税金等調整前四半期純利益 304,766

法人税、住民税及び事業税 30,939

法人税等調整額 62,014

法人税等合計 92,954

少数株主利益 2,424

四半期純利益 209,388
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

売上高 2,325,572

売上原価 1,766,016

売上総利益 559,556

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 35,476

給料手当及び賞与 141,083

賞与引当金繰入額 17,202

退職給付費用 7,897

役員退職慰労引当金繰入額 832

福利厚生費 38,414

旅費及び交通費 21,398

減価償却費 11,378

賃借料 17,213

技術研究費 39,747

その他 147,071

販売費及び一般管理費合計 477,715

営業利益 81,840

営業外収益

受取利息 1,953

受取配当金 14,121

受取賃貸料 4,689

雑収入 7,608

営業外収益合計 28,373

営業外費用

支払利息 7,406

手形売却損 1,586

不動産賃貸原価 2,884

雑損失 310

営業外費用合計 12,188

経常利益 98,025

特別利益

固定資産売却益 82,055

貸倒引当金戻入額 128

役員退職慰労引当金戻入額 566

特別利益合計 82,749

特別損失

固定資産除却損 6,059

投資有価証券評価損 468

特別損失合計 6,527

税金等調整前四半期純利益 174,247
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
 至 平成20年12月31日)

法人税、住民税及び事業税 25,423

法人税等調整額 42,232

法人税等合計 67,656

少数株主利益 2,896

四半期純利益 103,694
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 304,766

減価償却費 183,209

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25,824

賞与引当金の増減額（△は減少） △108,300

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15,925

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △30,637

受取利息及び受取配当金 △40,298

支払利息 21,707

売上債権の増減額（△は増加） 295,318

たな卸資産の増減額（△は増加） △74,612

その他の流動資産の増減額（△は増加） 4,861

仕入債務の増減額（△は減少） 286,057

その他の流動負債の増減額（△は減少） 70,563

その他 △103,281

小計 767,606

利息及び配当金の受取額 39,917

利息の支払額 △20,368

法人税等の支払額 △79,038

営業活動によるキャッシュ・フロー 708,116

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △134,466

定期預金の払戻による収入 112,582

有価証券の取得による支出 △996

有価証券の売却による収入 42,723

投資有価証券の取得による支出 △455

有形固定資産の取得による支出 △191,903

有形固定資産の売却による収入 107,645

無形固定資産の取得による支出 △2,428

その他 10,392

投資活動によるキャッシュ・フロー △56,906

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △103,000

長期借入れによる収入 200,000

長期借入金の返済による支出 △151,468

配当金の支払額 △75,846

その他 6,146

財務活動によるキャッシュ・フロー △124,167

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,313

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 524,728
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年12月31日)

現金及び現金同等物の期首残高 675,404

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,200,133
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

連結の範囲に関する
事項の変更

　当連結会計年度の第２四半期連結会計期間より、株式
会社カワコンは平成20年７月29日付をもって清算手続
きが結了したため、連結の範囲から除外しております。
　但し、清算結了までの損益計算書は連結しております。

会計処理基準に関する
事項の変更

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更
　棚卸資産の評価方法
　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、
「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計
基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９
号）を適用し、評価基準については、原価法から原
価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に
変更しております。
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第
３四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益及び
経常利益が11,698千円、税金等調整前四半期純利益
が24,516千円減少しております。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に
記載しております。

　(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処
理に関する当面の取扱い」の適用
　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、
「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処
理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　
平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用
し、連結決算上必要な修正を行っております。
　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　(3) リース取引に関する会計基準の適用
　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間から、
「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準
委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月
30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　
平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企
業会計基準適用指針第16号）を早期に適用し、所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変
更し、リース資産として計上しております。
　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間
を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方
法によっております。
この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第
３四半期連結累計期間のリース資産が有形固定資
産に6,031千円計上されており、損益に与える影響
はありません。
　なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き
続き採用しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

　（有形固定資産の耐用年数の変更）
　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、
当社及び国内連結子会社における有形固定資産の
耐用年数については、法人税法の改正を契機として
見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮
して減価償却費を算定する方法に変更しておりま
す。
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第
３四半期連結累計期間の売上総利益が5,961千円、
営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益
が6,022千円それぞれ減少しております。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に
記載しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 3,632,765千円

  ２ 受取手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 343,621千円

裏書譲渡高 122,151千円

 
 ※３ 第３四半期連結会計期間末日満期手形

第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理
については、手形交換日をもって決済処理してお
ります。
　なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関
の休日であったため、次の第３四半期連結会計期
間末日手形が、第３四半期連結会計期間末残高に
含まれております。

受取手形

(受取手形) 50,113千円

(受取手形割引高) 62,849千円

支払手形 224,646千円

流動負債「その他」

(設備支払手形) 81,310千円

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 3,581,847千円

  ２ 受取手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 432,474千円

裏書譲渡高 80,571千円

 
 ※３ 　　―――――――――――――
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,864,371千円

預入期間が３か月を

超える定期預金
△ 664,237 〃

現金及び現金同等物 1,200,133千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 9,388,950

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 14,025

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 37,504 4 平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金

平成20年11月7日
取締役会

普通株式 37,505 4 平成20年９月30日 平成20年12月２日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間末におけるリース

取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
制御装置
関連事業
（千円）

建材関連
事業
（千円）

樹脂関連
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高

　(1) 外部顧客に対する
売上高

2,138,64162,054124,8762,325,572 ― 2,325,572

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

215 ― ― 215 （ 215） ―

計 2,138,85662,054124,8762,325,788（ 215）2,325,572

営業利益又は営業損失(△) 82,148 7,424 △9,190 80,382 1,458 81,840

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
制御装置
関連事業
（千円）

建材関連
事業
（千円）

樹脂関連
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高

　(1) 外部顧客に対する
売上高

6,105,674177,709429,7396,713,123 ― 6,713,123

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

336 ― ― 336 （ 336） ―

計 6,106,011177,709429,7396,713,460（ 336）6,713,123

営業利益又は営業損失(△) 177,98215,316△4,720 188,5784,665 193,244

(注)　１　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

１　事業区分の方法 ‥‥‥‥‥‥ 製品種類の類似性による区分
２　各区分に属する主要な製品の名称
(1) 制御装置関連事業 ‥‥‥‥‥ 監視制御装置、配電盤、乾式変圧器、センサ、表示器
(2) 建材関連事業 ‥‥‥‥‥‥‥ 道路交通安全資材
(3) 樹脂関連事業 ‥‥‥‥‥‥‥ 再生樹脂ペレット

２　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更」(1)

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更　棚卸資産の評価方法に記載のとおり、当連結会計年度の第１四

半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企

業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の「制御装置関連事業」の営業利

益が11,698千円減少しております。

３　「追加情報」（有形固定資産の耐用年数の変更）に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期

間より、当社及び国内連結子会社における有形固定資産の耐用年数については、法人税法の改正を契機とし

て見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の「制御装置関連事業」の営業利

益が5,997千円減少しており、「建材関連事業」及び「樹脂関連事業」の営業利益に与える影響は、軽微であ

ります。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

日本
（千円）

中華人民
共和国
（千円）

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
売上高

2,018,143307,4292,325,572 ― 2,325,572

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

308,042104,010412,053（412,053） ―

計 2,326,186411,4402,737,626（412,053）2,325,572

営業利益 67,241 19,046 86,287（　4,447） 81,840

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

日本
（千円）

中華人民
共和国
（千円）

計
(千円)

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高

　(1) 外部顧客に対する
売上高

5,976,870736,2526,713,123 ― 6,713,123

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

897,540244,4241,141,964（1,141,964） ―

計 6,874,410980,6767,855,087（1,141,964）6,713,123

営業利益 188,462 14,601 203,064（　9,820） 193,244

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　会計処理基準に関する事項の変更」(1)

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更　棚卸資産の評価方法に記載のとおり、当連結会計年度の第１四

半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企

業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の「日本」の営業利益が11,698千

円減少しております。

３　「追加情報」（有形固定資産の耐用年数の変更）に記載のとおり、当連結会計年度の第１四半期連結会計期

間より、当社及び国内連結子会社における有形固定資産の耐用年数については、法人税法の改正を契機とし

て見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の「日本」の営業利益が6,022千

円減少しております。
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
アジア
（千円）

その他の地域
（千円）

計
（千円）

Ⅰ　海外売上高 363,747 1,000 364,747

Ⅱ　連結売上高 ― ― 2,325,572

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

15.6 0.1 15.7

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
アジア
（千円）

その他の地域
（千円）

計
（千円）

Ⅰ　海外売上高 866,542 10,010 876,552

Ⅱ　連結売上高 ― ― 6,713,123

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

12.9 0.2 13.1

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　主な国又は地域

アジア：中華人民共和国、大韓民国他

その他の地域：アメリカ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（但し、連結会社間の内部売上高

を除く）であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

495.68円 484.51円

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 4,741,370 4,636,294

普通株式に係る純資産額（千円） 4,647,045 4,542,815

差額の主な内訳（千円）
小数株主持分

 
94,324

 
93,478

普通株式の発行済株式数（千株） 9,388 9,388

普通株式の自己株式数（千株） 14 12

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（千株）

9,374 9,376

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 22.33円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜
在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 209,388

普通株式に係る四半期純利益(千円) 209,388

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,376

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 11.05円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜
在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 103,694

普通株式に係る四半期純利益(千円) 103,694

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 9,375
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

　第７０期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）中間配当については、平成20年11月７日開催

の取締役会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　

①　配当金の総額　 　　　　        　　　　　　　37,505千円

②　１株当たりの金額　　　        　　　　　　 　　 4円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 平成20年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

東洋電機株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社
員
業務執行社員

公認会計士　　谷　　口　　定　　敏　　㊞

　

指定有限責任社
員
業務執行社員

公認会計士　　渡　　辺　　眞　　吾　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

電機株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋電機株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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